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はじめに

　木材は一般的に「環境にやさしい」材料とみなされ

ています。その理由には，木材が再生産可能な植物材

料であること，燃焼時のCO2排出をカウントしない1)

こと，アルミニウム，鉄，コンクリートと比較して加

工エネルギーが少ない2)ことなどが挙げられます。し

かし，木製品の資源調達から製造，廃棄に至る一生

(ライフサイクル) では電力や化石燃料が消費されるた

め (図1)，木材が真に環境に優しいか否かはその環境

負荷を全プロセスにおいて定量的に評価し，他製品と

の比較を行うことで明らかとなります。そのような製

品の環境負荷の評価手法としてライフサイクルアセス

メントがあります。

ライフサイクルアセスメントとは？

　ライフサイクルアセスメントは，英語ではLife 

Cycle Assessmentと表記され，頭文字を取ってLCA

と略記されることが多いようです。LCAは製品 (ある

いはサービス) の原材料の採取から製造，使用，廃棄

に至るすべての過程を通して，環境に与える負荷の大

きさを定量的に評価する手法であり，その枠組みや詳

細な実施手順は国際的な標準規格（ISO）に規格化さ

れています3,4)。環境負荷物質の算出方法は，例えばエ

ネルギー消費量とCO2排出量の関係を例にすると理解

しやすいと思います。化石燃料は燃焼時に温室効果ガ

スであるCO2を排出します。電気も元は発電所におい

て，その多くが原油，石炭などの化石燃料を燃焼して

生み出されるものであるため，それらエネルギー消費

量を調べればCO2排出量に置き換えることができま

す。このような資源の投入量と環境負荷物質の排出量

の明細を作成するステップを「インベントリ分析」 

といい，エネルギー資源やCO2以外にも，鉄鉱石やボ

ーキサイトなどの鉱物資源，また，CH4，NOx，SOx

などの大気圏排出や，BOD，CODなどの水圏排出

等，任意に設定した環境負荷項目の出入りを分析しま

す。各環境負荷項目は，それぞれが影響を与える環境

カテゴリ(資源消費，地球温暖化，大気汚染，酸性

化，オゾン層破壊，富栄養化など) に分類され，各負

荷項目の物量に係数を乗じることで，カテゴリ内のそ

れらの影響度が数値化されます。この係数は，例えば

地球温暖化では，温室効果ガスのもたらす温室効果を

CO2を程度基準として示した地球温暖化係数 (GWP：

Global Warming Potential) が該当します。さらに，

各カテゴリが環境に与える様々な被害量を合算し，最

終的に単一指標として表すこともできます。このよう

に，環境負荷項目のカテゴリへの関連付けから始まる

これら一連のステップを「影響評価」といいます。単

一指標化に関しては，世界共通の手法は確立されてい

ませんが，日本では(独)産業技術総合研究所によって

環境負荷量を外部コスト(円)として示すLIME5)という

評価ツールが開発され，企業や大学等における研究に

取り入られています。

国内でのLCAの動向と林産試験場の取り組み

　日本では1990年代初頭から業界団体等を中心に，

LCAによる製品の評価・検討が行われてきました。

近年では各企業が実務レベルで製品や企業活動の

LCA評価を行い，その結果を公表する事例が多く見

られます。それらは「新製品は従来製品より環境負荷

が○○％減少」，「企業全体の環境負荷を○○年度比で

○○％削減」といった内容で，自社の環境改善のみな

らず，ステークホルダー（目標に対する利害関係者）

に向けた環境アピールとして積極的に用いられていま

す。一方，国内木材業界におけるLCA評価について

は，他の業界と比較して取り組みは少なく，本来，環

境に優しいはずの木材は，その証明に対してうまく説

明ができていません。このような中，林産試験場では

行政からの要望を受け，平成18年度より木材・木製

品に関連するLCA評価を開始しました。これまでに

丸太や製材等の建築用材，木造建築物，木質ペレット

などの評価を行い，環境負荷の定量化，他製品と比較

した際の優位性などの検証を行ってきましたので，本

稿ではそれら事例の一部を紹介します。

丸太生産のCO2排出量

　丸太生産におけるLCAは，木製品のLCAを評価す

る上での出発点となる重要な研究ですが，国内では本

州のスギを中心とした研究が数例6)見られるものの，

これまで十分な知見が得られていませんでした。そこ

で，北海道の代表的な造林樹種であるカラマツを対象

に，地拵えから主伐までの丸太生産に係るCO2排出量

を，地位，植栽本数，仕立て方法，地拵え方法の各施

業モデル別に算出しました7)。

　図2に評価範囲を示します。分析の結果，植栽本数 

(haあたり2000本と2500本) では排出量に優位差は認

められませんが，地位では特等地＜Ⅰ等地＜Ⅱ等地，

仕立て方法では疎仕立て＜中庸仕立て，地拵え方法で

は人力刈払機＜ブルドーザ＜グラップルレーキ＜ブラ

ッシュカッターの順に排出量が高いことが分かりまし

た。一例として，図3に地拵えにブラッシュカッター

を使用した場合の丸太1m3あたりの排出量の内訳を示

します。内訳では，地拵えや下刈りなどの育林作業よ

り利用間伐と主伐の収穫作業が大部分を占めることが

分かりました。つまり，丸太生産の環境負荷低減には

生産性の向上を始めとする収穫作業の改善が有効であ

ることが示されました。

　1m3のカラマツ丸太の生産に係るCO2排出量は6.1

～15.2kg/m3の範囲と算出されました。これは，同丸

太に固定されているCO2量 (換算値) の0.8～2.1％に相

当します。

木造牛舎に使用される構造材のCO2排出量

　北海道は主要産業の農業分野における木材の利用拡

大に取り組んでいます。そこで木材利用を環境面から

サポートする取り組みとして，紋別市に建設された木

造牛舎6棟 (総延床面積6,628m2) をケーススタディと

し，使用された構造材の資源調達から建設現場輸送ま

で (図4) のCO2排出量を分析しました8)。総CO2排出量

は約152 tと算出され，乾燥プロセスの排出が約74 tと

最も多く，全体の49％を占めることが分かりました 

(図5)。対象とした牛舎では，乾燥製材の3分の1は木

屑炊ボイラーによる乾燥で行っていますが，今後は構

造材の断面寸法に合わせた最適な乾燥スケジュールの

適用や，木屑炊ボイラーを用いた乾燥へのさらなる転

換を図るなどの改善策が考えられ，それらの組み合わ

せにより乾燥工程から排出されるCO2の大幅な削減が

可能となります。

鉄骨造牛舎との比較

　木造牛舎との建設コスト比較のために作成された鉄

骨造牛舎の設計資料から，使用する構造材量を求め，

その資源調達から建設現場輸送までの評価のためのシ

ナリオを作成し，延床面積1m2あたりで木造牛舎の

CO2排出量と比較を行いました。なお，各種鉄鋼製品

の資源調達から製造まで (国外輸送含む) の排出量は

LCA日本フォーラムのデータベース9)を用いました。

資源調達から建設現場輸送までのCO2排出量では木造

牛舎の方が鉄骨造牛舎より約40％低く算出され，牛

舎に木材を使用することの環境面における優位性が定

量的に示されました（図6)。一方で，木材・木製品は

焼却・分解されるまで，成長時に吸収したCO2を固定

するといった，鉄やプラスチック等の他材料にはない

性質がありますが，木造牛舎6棟に使用されたカラマ

ツ乾燥製材に固定されるCO2量は約520t（換算値）で

あり，CO2排出量 (約152t) を大幅に上回っているこ

とが分かりました。

木質ペレットの環境影響評価

　原油価格の乱高下，化石資源枯渇等のエネルギー問

題や地球温暖化を始めとする環境問題により，森林バ

イオマスエネルギーに対する注目が全国的に集まって

います。その一つが木質ペレット (以下，ペレットと

いう) であり，2007年に日本全体で，前年の1.5倍と

なる32,600tが生産されました10)。北海道では同年

に，国内生産量の8％を占める2,583tが生産11)されま

した。これは前年の生産量の2倍11)であることからも

ペレットに対する関心の高さが伺えます。この背景に

は，原油価格の変動に加え，ペレットの「環境に優し

い」というイメージがインセンティブになっていると

考えられます。しかし，製造や輸送過程では電力や化

石燃料を消費することから，「真に環境に優しいか否

か」を判断するためには環境負荷の定量的な評価が不

可欠です。そこで，著者ら12)は以下の3項目の検討・

評価を行いました。

1）ペレットの原料輸送から燃焼灰の廃棄までにおけ

る環境影響評価　

2）家庭用暖房機器の運転時における環境影響比較

3）北海道の一般世帯において，電力，灯油，都市ガ

スによる暖房を，ペレットによる暖房へ代替した

場合のCO2排出量削減効果

ペレットの環境影響評価

　図7に評価範囲を示します。原料輸送および製造に

係るエネルギー消費等のデータは北海道内のメーカ5

社から収集しました。これにペレット輸送，燃焼，廃

棄プロセスのデータを含めてインベントリ分析を行

い，さらにLIME2を用いて環境負荷の評価を行いま

した。ペレット1tあたりの外部コストは1,461円とな

り，その内訳ではCO2排出による地球温暖化の影響が

45％を占めました (図8)。また，CO2排出量は製造プ

ロセスが83％を占め (図8)，そのうちの75％が電力消

費に起因していることが分かりました。なお，製造プ

ロセスにおける各設備の出力や稼働時間，負荷率を考

慮すると，電力消費に起因する排出の半分程度をペレ

ットの成形プロセスが占めると示唆されました。製造

プロセスの次にCO2排出が多いプロセスは，ペレット

輸送プロセスの12％であり，原料輸送プロセスから

のCO2排出は6％と低いことが分かりました (図8)。

家庭用暖房機器の運転時における環境影響比較

　暖房機器運転時における正味発熱量1GJあたりの外

部コストを図9に示します。外部コストの大きい順に

暖房機器を並べると，蓄熱式暖房機＞灯油ストーブ＞

ガスストーブ＞エアコン＞ペレットストーブとなりま

した。蓄熱式暖房機器の外部コストが非常に大きくな

った一方で，同じ電力をエネルギー源とするエアコン

の外部コストは前者の1/4以下となり，ペレットスト

ーブのそれに近いことが分かりました。これは，エア

コンがヒートポンプ式で熱効率が高いためであり，正

味1GJの熱量を得るための投入電力量が少ないことに

起因します。ペレットストーブの外部コストは北海道

で一般的に見られる灯油ストーブの1/3以下となり，

環境に対する優位性が定量的に示されました。

ペレットによる暖房へ代替した場合のCO2排出量削減

効果

　各種暖房をペレットストーブ暖房へ代替することに

よる北海道内1世帯あたりの年間CO2削減量は大きい

順に，蓄熱式暖房機5,642kg，灯油ストーブ2,466kg，

ガスストーブ2,163kg，エアコン753kgとなりました。

特に，蓄熱暖房に対する削減効果は非常に大きい一

方、エアコンに対する削減効果は小さくなりました。

　北海道の民生家庭部門 (自動車からの排出は運輸部

門で計上されるため含まない）における2006年度の

CO2排出量は1,474万tと推計されており13)，これを同

年の北海道の世帯数で除すと，1世帯あたりの年間

CO2排出量の平均値は5,670kgと算出されます。北海

道では暖房のエネルギー源として灯油を使用する世帯

の割合が多いですが，仮にこれら世帯からの年間CO2

排出量を前述の平均値とし，かつ既設の暖房を灯油ス

トーブのみとした場合，これをペレットストーブに代

替することで1世帯あたりの年間CO2排出量は43％ 

(2,466／5,670) 削減すると試算されました。

おわりに

　現在，温室効果ガス削減に向けた取り組みの一つと

して，経済産業省を中心に様々な製品のライフサイク

ルにおけるCO2排出量を表示する，いわゆるカーボンフ

ットプリント（CFP）制度の実用化・普及促進等の検

討が行われています。木材関連では，昨年度，林野庁

が評価手法の中間取りまとめを行い14)，今年度は「環境

にやさしい木材利用推進緊急対策事業」の中の「木材

利用による環境貢献度の定量的評価手法の構築」とい

う事業で，実際にいくつかの木製品についてLCAを用

いた環境貢献度の定量的な評価を行うこととしてお

り，著者も実施委員会の委員として参加しています。

　CFP制度によって，事業者は環境負荷の高いプロセ

スを理解し，それを効率的に低減することが可能とな

り，消費者はより環境負荷の低い製品を選択する際の

重要な指標となります。さらに，その値は木製品にと

っては他製品と比較した場合の大きなメリットとなり

うることから，制度の導入による木材の需要拡大も期

待されます。
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皆様　明けましておめでとうございます。

平成２２(2010) 年の新春を会員皆様とご一緒にお慶び申し上げます。

また日頃より当協会の運営に対し、ご指導ご協力を賜り誠にありがとうございます。

今年は寅年であります。

北海道立林産試験場は昭和２５年（１９５０年）設立で、正に寅年生まれであり、今年で設立６０年の還暦となり

ます。還暦というのは干支が一巡して起算点に戻る意味です。

北海道立林産試験場は昭和25（1950）年、戦後の本道復興には木材産業の発展が必要であり、そのために北海道独

自の木材研究機関の設立が不可欠との考えにより旭川に設立されました。

北海道の大雪山系には豊富な木材資源があり、その資源を背景にして山系の裾野広く、多くの造材業、製材工場、

合板工場そして家具工場が生産活動を始めておりました。当時、木材の加工技術や木材の材質的知識を最も必要

としていた地域として、ここ旭川に設置が決まったのです。

初期の頃の役割は製材工場の挽き立て方法や、歩留まり向上、鋸の目立て方法や合板の単板歩留や、そり曲がりの

防止、単板の乾燥など、製造方法や、生産効率、歩留まり向上という正に生産工業そのものであったといえます。

　

その後、特殊合板、集成材などの高度加工木材時代には精度、乾燥、接着技術の開発に大きな役割を果たしました。

さらに一斉造林によるカラマツ間伐材の有効利用に注力し、現在の針葉樹合板やサンギや梱包材に有効利用され

る道をつくりました。

また細菌研究から食用キノコの人工栽培という成果を上げました。さらにその技術は木質細胞から有効成分の抽

出などの生物化学の世界に入っています。

最近ではホルマリンやＶＯＣなどのシックハウス対策などの化学レベル、ＣＯ２対策などの科学レベルの研究の

方向にあります。

さて６０年経って、北海道の木材資源は大きく変わりました。

北海道の山林は産業用資材というより道民の森として自然保護や市民の憩いの森となり、天然林から人工林が主

流となりました。　

試験場の研究内容も上の如く変わり、また行政改革により試験場は北海道の独立行政法人化の方向にあります。

正に６０年経って還暦＝起算点に戻り、新しく再出発するという事でありましょう。

北海道林産普及協会は林産試験場設置3年後に設立され、試験場と民間木材産業を結ぶ役目を果たして参りまし

た。私共は今後とも試験場と共に活動して参ります。本年も皆様のご支援を宜しくお願いいたします。

巻 頭 の ご 挨 拶

社団法人　北海道林産技術普及協会

会　長　　髙　橋　秀　樹


